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水 道 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）給水人口及び給水戸数 

当年度末の給水人口は８万７，７８４人で、前年度と比較すると１，１６１人、１．３％の

減少となっているが、普及率は前年度と同じ９９．９％となっている。 

給水戸数は４万６，６３９戸で、前年度と比較すると２６１戸、０．６％の減少となってい

る。 

 

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率（％）

（人） 87,883 89,062 △ 1,179 △ 1.3

（人） 87,784 88,945 △ 1,161 △ 1.3

（％） 99.9 99.9 0.0 －

（戸） 46,639 46,900 △ 261 △ 0.6

区　　　分

総 人 口

給 水 人 口

普 及 率

給 水 戸 数  

（２）年間給水量及び有収水量 

年間給水量は１，０６５万３７６㎥で、前年度と比較すると３８万５，８０５㎥、３．５％

の減少となっている。 

有収水量は８５１万３，５０３㎥で、前年度と比較すると７万６，４３２㎥、０．９％の減

少となっているが、有収率は７９．９％で、前年度と比較すると２．１ポイント上昇している。 
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（３）主要な建設改良事業 

当年度の建設改良事業の主な内訳は、チマイベツ系送水管改良工事、千歳浄水場高速凝集沈

澱池駆動装置ほか改良工事となっている。 

導送配水管延長は５９万２，７２９ｍとなり、前年度と比較すると４７１ｍ、０．１％の増

加となっている。 

 

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率（％）

（ｍ） 592,729 592,258 471 0.1

区　　　分

導 送 配 水 管 延 長  
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２ 予算執行状況 

  当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

1,863,557,000 1,860,568,007 0 △ 2,988,993 99.8

1,661,042,000 1,662,300,447 0 1,258,447 100.1

202,315,000 198,267,560 0 △ 4,047,440 98.0

200,000 0 0 △ 200,000 0.0

1,745,981,000 1,659,365,756 0 86,615,244 95.0

1,522,779,000 1,439,702,044 0 83,076,956 94.5

219,202,000 219,201,083 0 917 100.0

2,000,000 462,629 0 1,537,371 23.1

2,000,000 0 0 2,000,000 0.0

117,576,000 201,202,251 － － －

科　　　目

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収　  支　  差　  引  

水道事業収益の決算額は１８億６，０５６万円で、予算現額１８億６，３５５万円に対して   

９９．８％の執行率となっている。 

水道事業費用の決算額は１６億５，９３６万円で、予算現額１７億４，５９８万円に対して  

９５．０％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

155,275,000 143,515,000 0 △ 11,760,000 92.4

47,216,000 35,487,000 0 △ 11,729,000 75.2

3,059,000 3,028,000 0 △ 31,000 99.0

105,000,000 105,000,000 0 0 100.0

1,004,537,000 980,078,761 0 24,458,239 97.6

675,653,000 651,207,106 0 24,445,894 96.4

327,772,000 327,771,779 0 221 100.0

1,112,000 1,099,876 0 12,124 98.9

△ 849,262,000△ 836,563,761 － － －

科　　　目

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

補 助 金 返 還 金

収　  支　  差　  引

資 本 的 収 入

補 助 金

工 事 負 担 金

他会計貸付金償還金

資 本 的 支 出

 

資本的収入の決算額は１億４，３５１万円で、予算現額１億５，５２７万円に対して９２．４％

の執行率となっている。 

資本的支出の決算額は９億８，００７万円で、予算現額１０億４５３万円に対して９７．６％

の執行率となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額８億３，６５６万円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額３，９３８万円、減債積立金３億２，７７７万円、過年度分損益勘

定留保資金４億６，９４１万円で補填されている。 
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（３）その他の予算事項 

ア 一時借入金 

    予算第５条に定める一時借入金限度額は２億円であるが、当年度の一時借入はなかった。 

イ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

    予算第７条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費についてはその範囲内で執行されており、交際費については執行されなかった。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

325,311,000 307,610,076 17,700,924 94.6

40,000 0 40,000 0.0

区　　　分

職 員 給 与 費

交 際 費
 

ウ 他会計からの補助金 

    予算第８条に定める予算額１，１６９万円に対し、決算額は１，１６５万円となっている。 

    なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

11,736,000 11,292,000 △ 444,000 96.2

10,580,000 10,256,000 △ 324,000 96.9

負 担 金 261,000 298,910 37,910 114.5

補 助 金 10,319,000 9,957,090 △ 361,910 96.5

1,156,000 1,036,000 △ 120,000 89.6

補 助 金 1,156,000 1,036,000 △ 120,000 89.6

216,000 660,000 444,000 305.6

216,000 660,000 444,000 305.6

11,952,000 11,952,000 0 100.0

261,000 298,910 37,910 114.5

11,691,000 11,653,090 △ 37,910 99.7

区　　　分

収 益 的 収 入

営 業 収 益

補 助 金

負 担 金

営 業 外 収 益

資 本 的 収 入

補 助 金

合　　　計

 

エ たな卸資産購入限度額 

    たな卸資産の購入額は６，１６１万円で、予算第９条に定めるたな卸資産購入限度額  

６，３４１万円の範囲内の執行となっている。 
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３ 経営成績 

当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）損 益 

 

（単位：円、％）

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率

1,540,817,659 1,573,246,330 △ 32,428,671 △ 2.1

給 水 収 益 1,437,192,325 1,451,166,181 △ 13,973,856 △ 1.0

受 託 工 事 収 益 21,128,000 34,164,200 △ 13,036,200 △ 38.2

他 会 計 負 担 金 39,599,945 41,814,639 △ 2,214,694 △ 5.3

他 会 計 補 助 金 9,219,549 9,587,822 △ 368,273 △ 3.8

そ の 他 営 業 収 益 33,677,840 36,513,488 △ 2,835,648 △ 7.8

1,404,933,762 1,377,745,460 27,188,302 2.0

原 水 費 73,784,086 89,990,597 △ 16,206,511 △ 18.0

浄 水 費 127,941,315 143,585,487 △ 15,644,172 △ 10.9

配 水 費 55,523,314 107,160,643 △ 51,637,329 △ 48.2

給 水 費 57,836,948 91,865,616 △ 34,028,668 △ 37.0

漏 水 防 止 費 12,950,672 19,469,923 △ 6,519,251 △ 33.5

受 託 工 事 費 19,567,903 31,494,347 △ 11,926,444 △ 37.9

業 務 費 41,919,912 87,663,313 △ 45,743,401 △ 52.2

総 係 費 34,116,823 74,557,866 △ 40,441,043 △ 54.2

職 員 給 与 費 249,802,949 0 249,802,949 －

減 価 償 却 費 702,238,027 695,554,434 6,683,593 1.0

資 産 減 耗 費 29,251,813 36,403,234 △ 7,151,421 △ 19.6

135,883,897 195,500,870 △ 59,616,973 △ 30.5

187,589,565 195,420,760 △ 7,831,195 △ 4.0

受 取 利 息 1,072,183 1,171,523 △ 99,340 △ 8.5

他 会 計 補 助 金 1,036,000 1,062,000 △ 26,000 △ 2.4

長 期 前 受 金 戻 入 49,309,236 44,320,338 4,988,898 11.3

雑 収 益 136,172,146 148,866,899 △ 12,694,753 △ 8.5

166,291,751 175,223,885 △ 8,932,134 △ 5.1

支 払 利 息 165,259,683 174,169,392 △ 8,909,709 △ 5.1

雑 支 出 1,032,068 1,054,493 △ 22,425 △ 2.1

157,181,711 215,697,745 △ 58,516,034 △ 27.1

0 31,751,353 △ 31,751,353 △ 100.0

そ の 他 特 別 利 益 0 31,751,353 △ 31,751,353 △ 100.0

455,512 198,494,751 △ 198,039,239 △ 99.8

過 年 度 損 益 修 正 損 350,010 335,106 14,904 4.4

そ の 他 特 別 損 失 105,502 198,159,645 △ 198,054,143 △ 99.9

156,726,199 48,954,347 107,771,852 220.1

0 1,111,686,225 △ 1,111,686,225 △ 100.0

327,771,779 1,530,267,002 △ 1,202,495,223 △ 78.6

484,497,978 2,690,907,574 △ 2,206,409,596 △ 82.0

－ △ 2,690,907,574 － －

－ 0 － －

科　　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当年度未処分利益剰余金

未処分利益剰余金処分額

翌年度繰越利益剰余金

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

当年度純利益（△損失）

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額
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ア 営業収益 

営業収益は１５億４，０８１万円で、前年度と比較すると３，２４２万円、２．１％の減

少となっている。 

このうち給水収益は１４億３，７１９万円で、前年度と比較すると１，３９７万円、   

１．０％の減少となっている。これは、給水人口及び有収水量が減少したことによるもので

ある。 

イ 営業費用・営業損益 

営業費用は１４億４９３万円で、前年度と比較すると２，７１８万円、２．０％の増加と

なっている。 

これは主として、受託工事費の工事請負費及び資産減耗費が減少したものの、浄水費の委

託料及び減価償却費が増加したことによるものである。 

なお、原水費、浄水費、配水費、給水費、漏水防止費、業務費及び総係費における減少は、

前年度は各科目に職員給与費を計上していたが、単独の科目の職員給与費として計上したこ

とによるものである。 

営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は１億３，５８８万円で、前年度と比較する

と５，９６１万円、３０．５％の減少となっている。 

ウ 営業外収益・営業外費用・経常損益 

営業外収益は１億８，７５８万円で、前年度と比較すると７８３万円、４．０％の減少と

なっている。 

これは主として、長期前受金戻入が増加したものの、雑収益が減少したことによるもので

ある。 

営業外費用は１億６，６２９万円で、前年度と比較すると８９３万円、５．１％の減少と

なっている。 

これは主として、支払利息が減少したことによるものである。 

営業利益に営業外収益及び営業外費用を加減した経常利益は１億５，７１８万円で、前年

度と比較すると５，８５１万円、２７．１％の減少となっている。 

エ 特別利益・特別損失・当年度純損益 

特別利益は生じていない。 

特別損失は４５万円で、前年度と比較すると１億９，８０３万円、９９．８％の減少とな

っている。 

これは主として、その他特別損失が減少したことによるものである。 

経常利益に特別利益及び特別損失を加減した当年度純利益は１億５，６７２万円となり、当該

純利益及びその他未処分利益剰余金変動額３億２，７７７万円を加えた当年度未処分利益剰余金

は４億８，４４９万円となっている。 
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なお、当年度未処分利益剰余金は、前年度から２２億６４０万円減少しているが、これは平

成２６年度における当年度未処分利益剰余金２６億９，０９０万円の全額を、条例及び議決に基

づき、資本金への組入れ及び減債積立金への積立てを行ったことなどによるものである。 

 

なお、総収益、総費用及び当年度未処分利益剰余金の最近５事業年度の推移は、次のとお

りである。 

1,796,564 1,768,546 1,751,618
1,800,418

1,728,407
1,710,786 1,667,817 1,607,272

1,751,464
1,571,681

1,469,429 1,570,159 1,467,207

2,690,908

484,498

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

(千円)
総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処分利益剰余金

 

（２）経営成績の分析 

  ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
増　減
（２７－２６）

113.2 110.5 112.8 114.2 109.7 △ 4.5

108.0 106.4 109.1 113.9 110.0 △ 3.9

105.0 106.0 109.0 102.8 110.0 7.2

区　　　分

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動による営業費用が営業収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営業利益率が良いことを表し、これが１００％未

満であれば、営業損失が生じていることを意味する。 
 （注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が良いことを表し、これが１００％未満であれば

経常損失が生じていることを意味する。 
 （注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、事業活動に伴う全ての収支のバランスから支払能力と経営の安

定性を見る指標であり、この比率が１００％以上であれば、純利益が生じていることを意味する。 

 

営業収支比率は利益が発生していることから１０９．７％となっているが、前年度と比較す

ると４．５ポイントの低下となっている。 
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経常収支比率は利益が発生していることから１１０．０％となっているが、前年度と比較す

ると３．９ポイントの低下となっている。 

また、総収支比率は利益が発生していることから１１０．０％となっており、前年度と比較

すると７．２ポイントの上昇となっている。 

イ 供給単価及び給水原価 

供給単価及び給水原価を前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

（単位：㎥、円、％）

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率

（A） 8,513,503 8,589,935 △ 76,432 △ 0.9

（B） 1,437,192,325 1,451,166,181 △ 13,973,856 △ 1.0

（C） 1,369,202,140 1,330,613,486 38,588,654 2.9

（B/A） 168.81 168.94 △ 0.13 △ 0.1

（C/A） 160.83 154.90 5.93 3.8

7.98 14.04 △ 6.06 －

区　　　分

有 収 水 量

給 水 収 益

給 水 費 用

供 給 単 価

給 水 原 価

差　　　引

※ 給水費用 = 総費用 - （受託事業費 + 特別損失 + 長期前受金戻入 + 浄水処理業務等受託料相当額）
 

  当年度の有収水量１㎥当たりの給水原価は１６０円８３銭、これに対する供給単価は１６８円

８１銭であり、差引は７円９８銭となっている。 

これを前年度と比較すると、給水原価で５円９３銭の増加、供給単価で１３銭の減少、差引は

６円６銭の減少となっている。 
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４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）資 産 

 

（単位：円、％）

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率

15,083,934,262 15,304,885,322 △ 220,951,060 △ 1.4

14,870,200,510 14,982,905,965 △ 112,705,455 △ 0.8

土 地 484,314,442 483,280,082 1,034,360 0.2

立 木 663,091 663,091 0 0.0

建 物 331,214,381 342,644,733 △ 11,430,352 △ 3.3

構 築 物 11,713,727,548 11,831,850,269 △ 118,122,721 △ 1.0

機 械 及 び 装 置 2,308,973,649 2,294,848,396 14,125,253 0.6

車 両 運 搬 具 9,521,474 6,305,309 3,216,165 51.0

工具器具及び備品 21,785,925 23,314,085 △ 1,528,160 △ 6.6

3,733,752 6,979,357 △ 3,245,605 △ 46.5

電 話 加 入 権 90,600 90,600 0 0.0

その他無形固定資産 3,643,152 6,888,757 △ 3,245,605 △ 47.1

210,000,000 315,000,000 △ 105,000,000 △ 33.3

他 会 計 貸 付 金 210,000,000 315,000,000 △ 105,000,000 △ 33.3

1,470,416,246 1,510,716,270 △ 40,300,024 △ 2.7

175,882,425 199,414,456 △ 23,532,031 △ 11.8

173,342,913 190,290,186 △ 16,947,273 △ 8.9

未 収 金 182,151,483 195,975,249 △ 13,823,766 △ 7.1

貸 倒 引 当 金 △ 8,808,570 △ 5,685,063 △ 3,123,507 △ 54.9

16,190,908 16,011,628 179,280 1.1

1,000,000,000 1,000,000,000 0 0.0

105,000,000 105,000,000 0 0.0

16,554,350,508 16,815,601,592 △ 261,251,084 △ 1.6

科　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計
 

  資産合計は１６５億５，４３５万円で、前年度と比較すると２億６，１２５万円、１．６％の

減少となっている。 

 ア 固定資産 

   固定資産は１５０億８，３９３万円で、前年度と比較すると２億２，０９５万円、１．４％

の減少となっている。 

   これは主として、構築物の減価償却に伴う資産減と、他会計貸付金が減少したこととによる

ものである。 

 イ 流動資産 

   流動資産は１４億７，０４１万円で、前年度と比較すると４，０３０万円、２．７％の減少

となっている。 

これは主として、現金預金及び未収金が減少したことによるものである。 
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   なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとおり

である。 

 

（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

2,004,083,0071,827,046,065 0 177,036,942 91.2

営 業 未 収 金 1,662,300,4471,523,418,933 0 138,881,514 91.6

営 業 外 未 収 金 198,267,560 186,852,132 0 11,415,428 94.2

そ の 他 未 収 金 143,515,000 116,775,000 0 26,740,000 81.4

195,683,589 188,823,953 1,745,095 5,114,541 97.4

営 業 未 収 金 152,627,425 145,781,613 1,745,095 5,100,717 96.6

営 業 外 未 収 金 23,877,390 23,863,566 0 13,824 99.9

そ の 他 未 収 金 19,178,774 19,178,774 0 0 100.0

2,199,766,5962,015,870,018 1,745,095 182,151,483 91.7

過 年 度 未 収 金

合　　計

科　　　目

現 年 度 未 収 金

 

 

（単位：円、％）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

5,822,757 5,687,160 6,816,400 6,196,117 5,114,541

97.3 96.7 95.8 97.1 97.4収 入 率

区　　　分

過 年 度 未 収 金
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（２）負債及び資本  

 

（単位：円、％）

２７年度 ２６年度 増　　減 増減率

7,578,197,046 8,000,662,199 △ 422,465,153 △ 5.3

7,261,404,317 7,623,516,541 △ 362,112,224 △ 4.7

316,792,729 377,145,658 △ 60,352,929 △ 16.0

退 職 給 付 引 当 金 258,225,848 297,040,777 △ 38,814,929 △ 13.1

修 繕 引 当 金 58,566,881 80,104,881 △ 21,538,000 △ 26.9

511,705,245 499,567,263 12,137,982 2.4

362,112,224 327,771,779 34,340,445 10.5

121,618,993 86,133,597 35,485,396 41.2

16,777,284 73,834,600 △ 57,057,316 △ 77.3

11,196,744 11,827,287 △ 630,543 △ 5.3

賞 与 引 当 金 9,439,383 10,027,062 △ 587,679 △ 5.9

法定福利費引当金 1,757,361 1,800,225 △ 42,864 △ 2.4

1,094,311,834 1,101,961,946 △ 7,650,112 △ 0.7

2,426,768,665 2,392,576,674 34,191,991 1.4

△ 1,332,456,831 △ 1,290,614,728 △ 41,842,103 △ 3.2

9,184,214,125 9,602,191,408 △ 417,977,283 △ 4.4

5,992,607,653 4,462,340,651 1,530,267,002 34.3

1,377,528,730 2,751,069,533 △ 1,373,540,803 △ 49.9

60,161,959 60,161,959 0 0.0

受 贈 財 産 評 価 額 60,161,959 60,161,959 0 0.0

1,317,366,771 2,690,907,574 △ 1,373,540,803 △ 51.0

減 債 積 立 金 832,868,793 0 832,868,793 －

当年度未処分利益剰余金 484,497,978 2,690,907,574 △ 2,206,409,596 △ 82.0

7,370,136,383 7,213,410,184 156,726,199 2.2

16,554,350,508 16,815,601,592 △ 261,251,084 △ 1.6

科　　　目

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

 

 ア 負 債 

負債合計は９１億８，４２１万円で、前年度と比較すると４億１，７９７万円、４．４％の

減少となっている。 

（ア）固定負債 

    固定負債は７５億７，８１９万円で、前年度と比較すると４億２，２４６万円、５．３％

の減少となっている。 

    これは、１年を超えて償還される企業債、退職給付引当金及び修繕引当金が減少したこと

によるものである。 

（イ）流動負債 

    流動負債は５億１，１７０万円で、前年度と比較すると１，２１３万円、２．４％の増加

となっている。 

 



- 15 - 

 

    これは主として、預り金が減少したものの、未払金及び１年以内に償還される企業債が増

加したことによるものである。 

    なお、企業債未償還残高は７６億２，３５１万円で、前年度と比較すると３億２，７７１万円

の減少となっている。 

 

200,000
148,000 150,000

0 0

340,982

442,915

247,267

355,551 327,772

8,699,022
8,404,107 8,306,840

7,951,288

7,623,517

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

6,500,000

7,000,000

7,500,000

8,000,000

8,500,000

9,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

(千円)(千円)

企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

（借入高・

償還高）

（残高）

 

 （ウ）繰延収益 

   繰延収益は１０億９，４３１万円で、前年度と比較すると７６５万円、０．７％の減少とな

っている。 

   これは、長期前受金が増加したものの、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が減少

したことによるものである。 

 イ 資 本 

資本合計は７３億７，０１３万円で、前年度と比較すると１億５，６７２万円、２．２％の

増加となっている。 

（ア）資本金 

    資本金は５９億９，２６０万円で、前年度と比較すると１５億３，０２６万円、３４．３％

の増加となっている。 

これは、前年度未処分利益剰余金が組み入れられたことによるものである。 

（イ）剰余金 

    剰余金は１３億７，７５２万円で、前年度と比較すると１３億７，３５４万円、４９．９％

の減少となっている。 

    これは、減債積立金が増加したものの、当年度未処分利益剰余金が減少したことによるも

のである。 
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（３）財政状態の分析  

   経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
増　減
（２７－２６）

46.8 48.2 47.8 49.5 51.1 1.6

95.2 94.7 94.9 93.8 94.0 0.2

584.9 648.4 285.7 302.4 287.4 △ 15.0

区　　　分

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率
（ 固 定 長 期 適 合 率 ）

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 自己資本構成比率（（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）／負債資本合計×１００）は、総資本のう

ち自己資本が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２６年度にお

ける水道事業会計の全国平均は６８．９％）。 

 （注）２ 固定資産対長期資本比率（固定資産／（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×１００）は、

固定資産が、返済期限のない自己資本や長期に活用可能な固定負債等により調達されている程度を表し、   

１００％以下であることが望ましい。 

 （注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上とされている。 

 （注）４ 自己資本構成比率及び固定資産対長期資本比率は、会計基準の見直しに伴い、平成２６年度から算出方法が

変更されている。 

 

自己資本構成比率は５１．１％となり、前年度と比較すると資本金が増加し、負債資本合計

が減少したことにより１．６ポイントの上昇となっている。 

固定資産対長期資本比率は９４．０％となり、前年度と比較すると剰余金が減少したことに

より０．２ポイントの上昇となっている。 

また、流動比率は２８７．４％となり、前年度と比較すると流動資産が減少し、流動負債が

増加したことにより１５．０ポイントの低下となっているが、引き続き短期の支払能力が安定

していることを示している。 
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５ キャッシュ･フローの状況 

  当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

（単位：円）

２７年度 ２６年度 増　　減

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失） 156,726,199 48,954,347 107,771,852

減価償却費 702,238,027 695,554,434 6,683,593

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 38,814,929 129,208,981 △ 168,023,910

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,123,507 5,685,063 △ 2,561,556

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 587,679 10,027,062 △ 10,614,741

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 42,864 1,800,225 △ 1,843,089

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 21,538,000 △ 1,990,000 △ 19,548,000

長期前受金戻入額 △ 49,309,236 △ 44,320,338 △ 4,988,898

その他特別利益 0 △ 31,751,353 31,751,353

受取利息 △ 1,072,183 △ 1,171,523 99,340

支払利息 165,259,683 174,169,392 △ 8,909,709

固定資産除却損 29,251,813 18,443,234 10,808,579

未収金の増減額（△は増加） 13,823,766 18,510,025 △ 4,686,259

未払金の増減額（△は減少） 35,485,396 46,415,499 △ 10,930,103

預り金の増減額（△は減少） △ 57,057,316 39,299,021 △ 96,356,337

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 179,280 195,760 △ 375,040

小　　　計 937,306,904 1,109,029,829 △ 171,722,925

利息の受取額 1,072,183 1,171,523 △ 99,340

利息の支払額 △ 165,259,683 △ 174,169,392 8,909,709

773,119,404 936,031,960 △ 162,912,556

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 611,294,780 △ 575,162,242 △ 36,132,538

無形固定資産の取得による支出 0 △ 169,200 169,200

長期貸付金の償還による収入 105,000,000 105,000,000 0

国庫補助金による収入 34,827,000 15,000,000 19,827,000

国庫補助金の返還による支出 △ 1,099,876 △ 1,193,107 93,231

一般会計からの繰入による収入 660,000 216,000 444,000

工事負担金による収入 3,028,000 19,178,774 △ 16,150,774

△ 468,879,656 △ 437,129,775 △ 31,749,881

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の回収による収入 1,950,000,000 2,320,000,000 △ 370,000,000

短期貸付金による支出 △ 1,950,000,000△ 2,420,000,000 470,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 327,771,779 △ 355,551,299 27,779,520

△ 327,771,779 △ 455,551,299 127,779,520

△ 23,532,031 43,350,886 △ 66,882,917

199,414,456 156,063,570 43,350,886

175,882,425 199,414,456 △ 23,532,031

区　　　分

合　　　計

合　　　計

資金期末残高

合　　　計

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高
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キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た７億７，３１１

万円を、投資活動に４億６，８８７万円、財務活動に３億２，７７７万円充てた結果、      

２，３５３万円減少したため、期末残高は１億７，５８８万円となっており、その主な内容は次

のとおりである。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状態を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純利益１億５，６７２万円を計上し、減価

償却費が７億２２３万円あったことなどにより７億７，３１１万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の償還による収入が１億５００万円あ

ったものの、有形固定資産の取得による支出が６億１，１２９万円あったことなどにより 

４億６，８８７万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、企業債の償還による支出などにより３億    

２，７７７万円の資金を使用した。 

 

６ 意見 

水道事業会計の平成２７年度決算においては、当年度純利益が１億５，６７２万円となってお

り、当該純利益にその他未処分利益剰余金変動額を加えた当年度未処分利益剰余金は、前年度か

ら８２．０％減少した４億８，４４９万円となっている。 
経営成績及び財政状態をみると、経常収支比率や総収支比率、固定資産対長期資本比率や流動

比率等は良好な水準を維持しており、引き続き健全な経営状況であると認められる。 
建設改良事業については、千歳浄水場高速凝集沈澱池駆動装置やチマイベツ系送水管の改良な

ど、施設及び送・配水管の更新を実施している。 
水道は、市民生活や社会経済活動を営む上で、また、災害時には市民の生命に直接的に関わる

重要なライフラインであり、安全で良質な水道水を安定的に供給することが求められているが、

今後、節水意識の高まりや人口の減少等により、給水収益への影響が予想されるとともに、老朽

化した管路等の設備更新などへの資金需要の増加が見込まれている。 
今後とも、これらの見通しを踏まえながら、平成２２年度に策定した「室蘭市水道ビジョン」

に基づき、耐震性に配慮した老朽管の更新など災害に強い水道施設の整備を計画的に進めるとと

もに、経営の効率化、財政基盤の強化を図りながら、経営の健全性の維持に努めるよう望むもの

である。 

 

 

 


